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III. トランプ選挙公約とラテンアメリカ：政策の不透明性 

 

ドナルド・トランプ氏の勝利で、米国と世界の関係は、1）自由貿易、2）国境閉鎖、3）

気候変動、4）対ロシア政策、5）北大西洋条約機構(NATO)の五つの領域で大きく変化する

可能性があると英国の BBC は指摘する(BBC Mundo 2016c)。本レポート(上)で考察したよ

うに、ラテンアメリカとの関係の観点からすると、保護貿易主義、移民政策を含めた国境

閉鎖政策、米キューバ国交正常化の動き、コロンビアの和平交渉、ベネズエラ政権の対応

などの側面で、米国の政策路線の変更が起こる可能性がある。トランプ政権が提唱する経

済活性化政策やエネルギー政策がラテンアメリカ諸国のマクロ経済の運営に与える影響は

大きいと考えられる。また、トランプ次期大統領は海外送金に対する規制強化を選挙戦で

訴えていたが、ラテンアメリカ、特に中米諸国の経済で重要な役割を果たしている米国か

らの送金が制限されれば、中米地域に与える影響は深刻なものとなる。これらの政策提言

が実際に執行されれば、ラテンアメリカに対する影響は図り知れないほど大きい。トラン

プ政権が徐々に選挙公約を修正していくのか、それともキャンペーン通り実行に移すのか、

不透明な部分が多い。以下で、トランプ候補の政策提言の内容とその行方をラテンアメリ

カの観点から考察する。 

  

トランプ氏の勝利が明らかになった時点で、本レポート(上)でみたように、内容に温度差

があったものの、ラテンアメリカ諸国は揃って個別に祝意を表している。また、トランプ

次期政権の誕生を控えて、これら諸国はグループとしても会合を持ち、声明を出している。

グループとして例えば、南米諸国連合(UNASUR)は 16 年 11 月 10 日の表明において、南米
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諸国が次期トランプ政権に期待する優先政策領域を浮き彫りにしている。「我々は米国民が

下した民主的な意思決定を尊重すると共に、新政権に対する期待のコンパス(方位磁針)を広

げる。次期トランプ政権が対ラテンアメリカ政策を策定し、それを明確化にすることを強

く期待する。特に、移民、自由貿易、コロンビアの平和合意プロセス、キューバとの国交

正常化、ベネズエラとの対話、そして同地域における軍事プレゼンスに関する分野での次

期政権の政策が明確になることを期待する」との声明を出している(El Mundo 2016c)。 

 

トランプ政権の誕生を控えて、中米諸国も協調路線を目指して諸国間の協力体制を強め

ている。ホンジュラス、グアテマラ、エルサルバドルの三か国外相が 11 月 16 日にグアテ

マラ・シティで会合、「中米北三角形」(Triángulo Norte de Centroamérica)地域2における

安全保障、麻薬密輸、米国・中米間自由貿易協定(CAFTA-DR)などの政治経済面の分野で対

米協調体制の意向を表明し、その関係強化に向けてメキシコの協力を要請した。この会合

には招待を受けてクラウディア・ルイスマシュー・サリーナス・メキシコ外相も参加した

(IAD 2016c)。また、グアテマラのアンティグア市において、中米地域の企業リーダーが会

合、共通の議題について議論した。米次期大統領の政策アジェンダの一環として挙げられ

ている CAFTA-DR の大幅な見直しや、不法移民の追放などのテーマについて真剣な議論が

なされたと報じられる。トランプ政権の出方次第で、既に安全保障や経済面で厳しい状況

にある「中米北三角形」地域の現状が更に悪化する恐れがある(IAD 2016c)。 

 

 

A .トランプ氏が米大統領選でみせた対ラテンアメリカ姿勢 

 

トランプ候補の選挙戦は「米国第一主義」の下、内向的な外交政策に特徴づけられてい

た。大規模な壁をメキシコとの国境に建設し、メキシコにその費用を負担させ、主要な貿

易協定を再交渉すると公約したことで、ラテンアメリカ地域の米国同盟国を驚かせた。ラ

テンアメリカ諸国にとって、トランプ氏の勝利が意味するものは何か。ラテンアメリカの

米国との政治経済関係はこれからどのように変化していくのか。トランプ政権は共和党が

過半数を占める米議会と協調しながら、オバマ政権が進めてきたラテンアメリカとの貿易

投資関係、対キューバ国交正常化、コロンビアの和平プロセス、移民政策を維持していく

のか、それとも後戻りさせるのか。トランプ政権の対ラテンアメリカ政策は不透明なとこ

ろが多い。トランプ氏の「米国第一主義」により、ラテンアメリカが米国に軽視されるこ

とになれば、中国や欧州連合(EU)が積極的に同地域に進出し、その「真空」を埋めること

になりかねない。また、ラテンアメリカがかえって「内向き」になることで、同域内での

統合プロセスに拍車がかかる可能性もある。 

 

米シンクタンクのインターアメリカン・ダイアログ(IAD)は、大統領選後の 11 月 11 日に

ラテンアメリカ・アドバイザー誌上で「ラテンアメリカはトランプ大統領に何を期待でき

るか？」(“What Can Latin America Expect of President Trump?”)という特別企画を組ん

だ。その中で、ピーター・ハキム・ダイアログ名誉会長は、トランプ氏の政策は一貫性を

欠くだけでなく、「トランプ氏はイデオロギーや哲学に基づく政策提案が出来る人物ではな

く、共和党に対する忠誠心も持っていない」と、トランプ氏の政治理念欠如を指摘してい

る。トランプ氏はキャンペーンで行った公約を実行に移し、選挙戦で彼を支持した国民と

の約束を果たすことで、レーガン前大統領を超越できるかもしれないが、その一方で、自

身の大統領としてのレガシー(遺産)を残すことよりも、「より穏健で節度があり、対話と妥

協志向のアプローチが良策であると判断」すれば、トランプ次期大統領が対ラテンアメリ

                                                   
2 「中米北三角形」地域は上記の中米三か国で構成される経済統合構想の一つで、グループとして、コロ

ンビア、米国、メキシコと協定を結んでいる。メキシコとは 2000 年に自由貿易協定を結んでいる。 
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カ政策を転換する可能性もあるとハキム氏は期待する(本稿末尾のコラムを参照)。今のとこ

ろトランプ氏は、以前には賛同していたオバマ大統領の対キューバ政策を転換する姿勢を

みせているが、米国がキューバに対して更なる譲歩を行わずとも、オバマ大統領の和解路

線を維持することもできるとハキム氏は指摘する。 

 

また、米国の対メキシコ政策は、トランプ氏のキャンペーンにおいて重要な役割を果た

した。選挙後でも北米自由貿易協定(NAFTA)の再交渉を主張したトランプ氏だが、「最小限

の善意によって、両国が共存できる方法で NAFTA を再交渉することも可能かもしれない」

とハキム氏は指摘する。移民に歯止めをかけるために国境に壁をつくり、その建設費をメ

キシコに負担させることを機会あるごとに公約したトランプ氏だが、移民問題や国境での

監視について、メキシコやその他のラテンアメリカ諸国と対話することで、より協調的な

対策が見いだせるかもしれない。「トランプ氏の挑発的な発言はラテンアメリカ全域に苦い

印象を与えた。大統領として彼は、ラテンアメリカとその国民に対して攻撃的な論議を続

けるのか、それとも、メキシコやその他のラテンアメリカ諸国の信頼を取り戻すことを選

ぶのかの選択肢がある」と米新政権が和解的な姿勢でラテンアメリカと関わっていくこと

をハキム氏は望んでいる(コラムを参照)。 

 

トランプ氏の勝利で、同じく、IAD のアンドレス・ローゼンタール理事は、「世界の高貴

な理念の防衛」において米国が伝統的に果たしてきたリーダーシップが失われると語る。

現在ラテンアメリカに必要なのは、「トランプ氏が次期大統領となる現実を受け止め、彼の

勝利の根底にある原因に立ち向かわなければならない時が来ている」と気付き、「世界各地

でみられる市民の怒り、疎外感、既存の政府と政治家に対するポピュリスト的な拒絶感に

対して、このような憤りを煽る根本的な原因を直視し、それらを緩和・修正する方法を見

つけ出す必要がある」と悟ることだとローゼンタール氏は述べる。メキシコ、ブラジルや

その他のラテンアメリカ諸国で台頭するポピュリスト的な動きを回避できるように、「自己

反省することも怠ってはいけない」と同氏は警告する(コラム参照)。 

 

今回の米大統領選挙の結果は、グローバル化から取り残された白人低中所得層の将来へ

の不安を反映したものであり、「変化する社会、経済、および社会において地位を失ってい

ると感じる多くの市民の不安をトランプ氏がどのように取り上げることが出来るのかにか

かっている」と、ブルッキングス研究所非常勤シニアフェロー、アブラハム・ローウェン

タール南カリフォルニア大学名誉教授(IAD 創立ディレタ―)はみている。だが、選挙公約を

実行に移すためには、まず達成目標を明確にし、それを可能にさせる有能な顧問と閣僚、

補佐官人事を行い、上下両院で過半数を占める共和党だけでなく、民主党議員とどのよう

に協力できるかによる。 

 

「今回の選挙で、米国の有権者は排他的な移民政策、保護主義や商業的民族主義、人種

差別、宗教的差別、女性蔑視、同性愛嫌悪に根ざした米国社会を求めたわけではない」と

ローウェンタール氏は指摘する。メキシコの米国経済における役割、キューバを北米地域

に再統合する政策の重要性、米州においてラテンアメリカ諸国と協力することの利益は、

トランプ次期大統領や顧問、議会にも遅かれ早かれ明確になるだろう。「トランプのリーダ

ーシップ能力、そして次期政権と議会が直面する課題の試金石は、トランプのキャンペー

ン宣言いかんにかかわらず、彼らがラテンアメリカと協力して共通の利益を追求する方法

を見つけだせるかどうかが重要だ」と、トランプ氏が柔軟で現実的な対ラテンアメリカ政

策を採ることをローウェンタール氏は期待する(本稿末尾のコラム参照)。 

 

トランプ次期政権が中米諸国に及ぼす影響には共通点はあるものの、移民、貿易、法の

支配、海外送金の側面からすると、南米のそれとは異なっている。駐米グアテマラ元大使
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を務めたフランシスコ・ビィジャロエル・レオン・ジョージワシントン大学客員教授は、「エ

ルサルバドル、グアテマラ、ホンジュラスはトランプ政権の不確実性を懸念する。しかし、

米国と中米との関係における主要な問題は、依然として移民、貿易、安全保障、法の支配

であり、これらの問題が複雑に交錯していることから、中米はこれからも米国の戦略的な

関心事であり続ける。移民問題については、これから増えると予想される追放移民に対し

て自国の準備体制を築き、トランプ政権が中米諸国との移民政策の調整を図る際に、追放

措置が人道に反するものでないことを保証することのほかに、三か国ができることはほと

んどない」と断言する(IAD 2016c）。 

 

 

B. 経済活性化政策 

 

１． 成長率目標 

 

2017 年 1 月発足のトランプ新政権は、米国の成長率を 4％に高めるとし、巨額減税とイ

ンフラ投資を経済刺激政策の柱として挙げており、これから 10 年間の平均成長率を 3.5％

に高めて、最終的には 4％まで引き上げると公約している。これまでの金融政策に頼るマク

ロ政策を財政重視への潮流に変えることで、米国の潜在経済成長力の向上を狙う。経済協

力開発機構(OECD)は先の経済見通しで、世界の成長率を 2017 年に 3.3％、2018 年には

3.6％に上向くと予測するが、その背景には米国経済が 2017 年にトランプ流の財政拡張策

により以前の予測より 0.2 ポイント上乗せした 2.3％まで成長するとの期待がある。 

 

だが、米国経済の「潜在成長率」3は 2％と推測されており、4％を達成したのは、IT バ

ブルの 2004 年が最後である。2001 年以降の平均成長率は僅か 1.8％に留まっている。トラ

ンプ氏が公約する 3.5～4.0％の成長率は潜在成長率の約 2 倍で、その目標は米国経済で生

産性を向上できて初めて達成可能となるが、同時に財政金融、労働市場にしわ寄せが及ぶ

ことは間違いない。米国のような先進国経済が、財政赤字を抑え、インフレ圧のない環境

で実質賃金のレベルを引き上げながら高度成長を遂げるには、生産性が持続的に上昇する

ことが前提となる。米国経済を牽引力としてきた多くのラテンアメリカ諸国にとって、ト

ランプ氏が提唱する経済刺激政策が追い風となるのか、それとも向かい風となるのか、い

まのところ先行き不透明だ。 

 

２． マクロ政策(税制改革とインフラ投資) 

 

現実的にみて、3％超の安定成長率を達成することは難しいとの見解が優勢だ。超党派機

関の米シンクタンクの税政策センターは、大型減税で初年度は成長率が 1.7％、翌年は 1.1％、

3 年目は 0.5％追加されると試算する。ただ、効果は短期的なもので、6 年目以降は成長率

に及ぼす影響はゼロと分析している。保守派のタックス・ファウンデーションは 10 年平均

0.7％の押し上げを推計するが、いずれにしろ、トランプ次期政権が掲げる減税だけで 3％

超の高度成長を見込むことはできないとみている。 

 

そこで、安定成長にはインフラ投資が必要となってくる。トランプ氏は選挙戦中に 10 年

間で 1兆ドル(約 110兆円)のインフラ投資を公約しており、米国の国民総生産(GDP)を 0.5％

押し上げる効果があるとも試算する。しかし、トランプ新政権は減税などの財源確保のた

め、10 年で 1 兆ドルの歳出カットを余儀なくされる。単純計算では、インフラ投資の効果

が相殺され、平均成長率が 3％に届かない可能性が高い(日本経済新聞 2016a)。 

                                                   
3 潜在成長率とは、「資本」「生産性」「労働力」という生産活動に必要な三つの要素をフルに利用した場合

に達成される、仮想上の成長率を示す。 
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トランプ次期大統領は、連邦法人税率を 35％から 15％に引き下げ、個人所得税も 39.6％

から 33％に軽減する大型減税構想を計画している。ただ、税収が削減されることによって、

財政赤字が大幅に膨らむ可能性もあり、予算編成で決定権を握る共和党内には慎重論もあ

る。トランプ氏の巨額減税策により、10 年で 4～5 兆ドルの歳入不足が発生するとも指摘さ

れている4。そのうえ、10 年間で 1 兆ドルの巨額のインフラ投資案を提唱するトランプ陣営

だが、その実現には財源の確保が課題となる5。財務長官に指名されたスティーブン・ムニ

ューチン氏はインフラ銀行の創設を検討していると述べた6。 

 

共和党議員は減税に見合うだけの歳出削減を求めるとみられが、社会保障、防衛などの

分野を除いて削減を進めても、予想される赤字を半分にする効果しかないとマーティン・

ウルフ・ファイナンシャルタイムズ首席エコノミストは懸念する。「債務を急増させるか、

労働者階級にとって不可欠な社会保障費などの削減しか道はない」とウルフ氏は悲観的だ。

トランプ次期大統領は白人労働者の票で選挙に勝ったが、社会保障を削減すれば、彼らの

恩に報いることが難しくなる。 

 

トランプ氏の減税計画では、年収 370 万ドル(約 4 億円)以上で人口の 0.1％に当たる最も

裕福な所得層が平均 14％の減税を受ける。一方、低所得者層の減税は平均 0.8％に過ぎな

い。富裕層ほど恩恵を受ける仕組みになっている、とウルフ氏がトランプ減税案を非難す

る。年 4％の成長を実現しようとすれば、インフレが高まり、経済の不安定感が高まること

で、労働者階級に恩恵があるとは考えられない。「トランプ氏は医療保険制度改革法（オバ

マケアー）や、環境や金融の規制の廃止を公約している。労働者は社会保障や環境の悪化

に苦しみ、金融システムの食い物にされるであろう」とトランプ政権が白人労働者にもた

らす恩恵はごく限られたものになると主張する(ウルフ 2016a)。 

 

潜在成長力の向上の鍵となるのは規制緩和だ。選挙戦中のトランプ候補は、オバマ大統

領が金融危機の再発防止策の柱に据えていたドット・フランク法(金融規制改革法)は撤廃す

べきと公言していた。親ウォ―ル街で知られるトランプ氏は、リーマンショック危機後に

施行された同法の見直しを訴えていた。過度な規制を廃止し、銀行が融資に動きやすくす

ることで、成長力を押し上げるのが狙いだ。ムニューチン次期財務長官は、特に中小金融

機関では法令順守に人手がかかり、融資する余裕がなくなっていると指摘する。主に中小

金融機関が対象の規制緩和を進め、融資を促す意向を仄めかしている。金融機関に対する

規制が緩和される一方で、海外留保金の課税が導入されれば、対ラテンアメリカ諸国への

資本移動に何らかの影響がでるのも確かだ。 

 

米国連邦準備制度理事会(FRB)は 2016 年 12 月 14 日、１年ぶりの利上げを全会一致で決

めた。短期金利の指標であるフェデラルファンド(FF)金利の誘導目標を年 0.25～0.50％か

ら 0.50～0.75％に引き上げた。同時に公表した政策金利見通しでは、2017 年中に 3 回の利

上げを見込んでおり、金融引き締めが加速する見込みだ。米経済の成長率が第 3 四半期に 2

年ぶりの高さとなり、失業率も 11 月には 9 年ぶりの水準まで改善、物価上昇率も 1.7％と

目標の 2％に近づいていることだけでなく、トランプ次期政権が巨額減税などの財政拡張策

を掲げ、株価や金利が上昇したことも利上げを後押しする材料となった。米国の金利は 2017

年に 1.4％、2019 年に 2.9％まで上昇すると FRB は予想している。 

                                                   
4 税政策センターによると、政府負債は 2020 年までに GDP 比の 3％に相当する金額が新たに増える。さ

らに 2026 年までに GDP 比で 25％に相当する財政赤字が追加されると見込まれる(ウルフ 2016b）。 
5 ム―ニューチン氏はインフラ投資の資金調達を担う銀行設立を検討していると伝えられるが、詳細はい

まのところ明かではない。 
6 インフラ銀行の設立については、クリントン候補も大統領選で呼びかけていた。 
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FRB のイエレン議長がトランプ次期大統領の主要経済政策に異論を唱え、次期政権と距

離を置く姿勢をみせている。米国経済は完全雇用に近く、大規模な需要喚起策は必要ない

と、トランプ氏の財政拡張策にイエレン議長は反対する。また同議長は、トランプ氏のド

ッド・フランク法(金融緩和改革)撤廃の主張に強く反対している。2010 年に成立した同法

は、金融危機の再発を防ぐため、巨大銀行の監督を強化し、高リスク取引を禁じている。

同法は金融危機防止に重要であり、米国の金融システムは安全で、欧州の銀行業界に比べ

て遥かに健全であるとイエレン議長は主張する7。加えて、巨額減税やインフラ投資策に関

しても財政拡張の余地は限られているとして、イエレン議長は不安視している。 

 

トランプ政権と FRB との間の溝が深まれば、金融政策の運営が不安定になるリスクがあ

ることは否めない。イエレン議長は、2018 年までの任期を全うすると主張するが、トラン

プ氏は彼女を議長には再任しないと述べており、イエレン氏の 2 期目はいまのところ不確

実だ。トランプ氏の大統領就任によって米連邦準備理事会の独立性が将来保たれない恐れ

があると、ファィシャルタイムズ紙のジョン・プレンダー上級編集委員はトランプ政権と

イエレン議長との不和を懸念する(プレンダー 2016)。 

 

3．ラテンアメリカへの波及効果 

 

米長期金利が大統領選のあった 11 月 8 日から 10 日間で約 0.5％上昇、その反面、米国債

は値下がりした。その後も上昇傾向が続き、12 月 2 日には 2.38％まで跳ね上がった。この

長期金利上昇の背景には、トランプ次期大統領の積極的な財政支出を期待するトランプ相

場がある。新興国市場に流出していた巨額の米国への資金回帰で新興国通貨が一斉に下落

し、新興国の中央銀行が自国通貨の買い支えなどに外貨準備を増やす姿勢が強めている。

トランプ次期大統領の経済政策を好感したドル高に伴う自国通貨安を受け、新興国が通貨

防衛策に動き出している。FRB による「利上げ宣言」はラテンアメリカ諸国のマクロ政策

運営に大きな影響を与える。 

 

本レポート(上)で述べたように、トランプ氏が掲げる保護主義が対米輸出にマイナスに働

くとの連想から、メキシコペソは米大統領選挙があった 11 月 8 日から 25 日までに 11％超

下落した。メキシコ中央銀行は 17 日に政策金利を 0.5％引き上げることを決めたが、ペソ

安に歯止めがかからない状況だ 。また、ブラジルは自国通貨買いの為替介入を始めたが、

利下げによる景気刺激策などを導入するスペースが少ないことで、ブラジル経済に打撃を

与える懸念が広がっている。ドル買い傾向に対応できず、逆に外貨準備の目減りが懸念材

料となっている。米国の利上げ、それに伴う新興国の利上げで、資金調達や借入の費用が

増大し、企業はもちろん、公的部門でも財政的なプレッシャーとなる。将来の不透明感は、

投資や支出の先送りに繋がり、経済活動が停滞しかねない。多額の資本が有利な利回りを

求めて米国に逆流し、ドルの需要が高まっているのが現状だ。 

 

米国の利上げはラテンアメリカに「悪影響をもたらす」と、オスカー・ウガルテーチエ

メキシコ国立自治大学経済研究所教授は BBC ワールドに語っている。米国の金利上昇でド

ル建ての一次産品価格が低下し輸出総額が縮小することで、ラテンアメリカ地域諸国の

GDP は影響を受ける」と述べている。FRB が引き続き利上げすれば、ドル建て預金の海外

流出を防ぐために、ラテンアメリカ諸国で金利が上昇する。「中央銀行が金利を上げる反動

として消費が冷え込み、景気に大きな影響が及ぶ」と同教授は付け加える(Bermúdez 2016)。

                                                   
7 この数年、米系銀行のバランスシートの調整や資本増強が進んでいる。欧州銀は大きく後れており、世

界では、米系銀行の勢いが増している。トランプ氏が規制緩和に動けば、この傾向はさらに拡大する、と

ファイナンシャルタイムズ紙のジュリアン・テッド米国版編集長は語る(テッド 2016）。 
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格付け機関ムーディーズ社副社長兼シニアアナリストのサマール・マシアド氏は、景気減

速に苦しむラテンアメリカの一部の国において緊張が強まると懸念する。「世界で金利が上

昇すれば、海外投資家を引き付けるために利上げに踏み切る。利上げにより、金融政策を

活用することが難しくなる」と彼は BBC ワールドとのインタビューで語った。サマール氏

は、FRB の利上げで海外からの資金調達コストが高まることも、ラテンアメリカにとって

マイナス要因であると指摘する。2017 年に金利が数回上昇すれば、新興国市場での借り入

れコストに影響を与えると彼女は強調する(Bermúdez 2016)。 

 

米金利が上昇する各段階において、投資家が新興国市場で資金調達する際に支払わなけ

ればならないリスクプレミアムも上昇する。調達コストがこれから数週間、数か月で上昇

すれば、その間に投資家は自己のポートフォリオを調整していかなければならない。「財政

赤字の問題を抱えているか、あるいは、比較的大きい経常収支赤字を穴埋めしなくはなら

ない各国は、国際金融市場への依存度が高い。国際市場で金利が上昇する環境の中で、こ

のような経済が金利を下げることは困難になる」とマシアド氏は景気刺激対策としての利

下げの可能性が低くなると述べている(Bermúdez 2016)。アジアとラテンアメリカではドル

建て社債のコストが上がり、11 月には現地企業の社債発行が急減した8。 

 

よって、一般的に、国際資本市場に統合されている経済ではボラティリティが高まると

考えられる。メキシコでみられるように、為替レートに大きな影響を与える可能性が高い。

ラテンアメリカで米国金利の上昇の影響に最も敏感なのはメキシコとブラジルだ、とウガ

ルテーチエ教授が指摘する。「これら二国は、現地の株式市場において現地通貨建て国債の

発行を通して、高額の短期資本を調達している」と同教授は述べる。また、「コロンビアは

外国資本の調達により、多額の現地通貨建て債券を発行しているため、影響を受けやすい。

絶対額は小さいが、コロンビア経済にとって多額である」と付け加える。トランプ政権が

インフラ投資を増やすことで財政支出が加速、金利が引き続き上昇すれば、1981 年にラテ

ンアメリカが経験した対外債務期のように、国際収支が悪化、GDP 及び消費に大きな影響

を及ぼしかねないと同教授は警告する(Bermúdez 2016)。 

 

トランプ氏は米国内の産業を重視する政策の一環として、「一つの規制をつくる際は、規

制を二つ撤廃する」とのスローガンの下、規制緩和を進める姿勢をみせている。特に「米

国のエネルギー生産において、雇用を奪う規制は取り外す」と協調している。シェールガ

スやシェールオイルの採掘技術である水圧破砕法や、石炭火力発電の二酸化炭素排出に関

する規制などを撤廃する考えだ。シェールガス、環境負担の少ない石炭などの分野で「高

い賃金が得られる数百万の雇用を生み出すことができる」としている(日本経済新聞 2016f)。 

 

ラテンアメリカには技術的に回収可能なシェールオイル、及びシェールガス資源を有す

る国が多い。シェールオイルにおいては、アルゼンチン、ベネズエラ、メキシコが世界上

位 10 か国にランクイン、シェールオイルでは、アルゼンチン、メキシコ、ブラジルがトッ

プ 10 に顔を出す。オイル、ガスにおけるラテンアメリカ地域の占有率は、それぞれ、15.4％、

21.9％に達し、その将来性が期待される。アルゼンチンのシェールガス資源量は中国に次い

で世界第 2 位にランクインする。2013 年から加わったシェールオイルの評価においても、

アルゼンチンの技術的回収可能量は、ロシア、米国、中国についで世界第 4 位とされる（桑

山 2014)。トランプ次期政権のエネルギー政策がラテンアメリカ諸国のエネルギー資源開発

の起爆剤となるのか、これからも注視が必要だ。 

 

 

                                                   
8 調査会社ディールロジックによると、2016年 11月にはラテンアメリカ企業による社債発行が僅か 8件、

16 億ドル(1800 億円)にとどまった。金額ベースで前年同月に比べ 71％減少した。 
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トランプ次期米大統領は、エネルギー省長官にリック・ペリー前テキサス州知事の起用

を決めた。ペリー氏は石油産業が盛んなテキサス州の知事を 2000～2015 年にわたり務めた

人物で、これまで石油業界の規制緩和を主張、気候変動にも懐疑的な立場を採ってきた。

同氏の起用は、トランプ新政権が化石燃料業界寄りであることを改めて示唆している。新

政権がエネルギー資源開発を成長の誘因とすることになれば、ラテンアメリカへの影響は

大きい。 

 

その上、トランプ大統領はオバマ政権の地球温暖化対策に批判的なスコット・プルイッ

ト氏を環境保護局(EPA)長官に起用した。プルイット氏はオバマ政権が導入した火力発電所

の排出規制の無効化を求め、EPA を相手に訴訟を起こすなど、規制反対の強硬派として知

られる。規制が見直されれば、米国だけでなく、地球温暖化対策の新たな国際ルール「パ

リ協定」への影響が懸念される。環境にフレンドリーな設備投資を推進してきたラテンア

メリカ諸国にとって、温暖化対策に否定的なトランプ政権の誕生は懸念材料の一つとなる。 

 

 

C.  保護主義 

 

もしもドナルド・トランプ氏が選挙戦で主張してきた保護主義的な通商政策を実施する

ならば、米国とラテンアメリカを含む世界とのビジネス関係は過去数十年なかったほどの

危機に立たされるであろう。米国が締結している自由貿易協定(FTA)が米製造業の弱体化を

引き起こし、米国民の失業に繋がっていると批判してきたトランプ次期大統領は、12 国間

で署名済みの環太平洋経済連携協定(TPP)から離脱するだけでなく、既存の通商協定を再交

渉すると主張してきた9。米国はカナダ、メキシコと NAFTA(1994 年に発効)、チリ(2004

年)、コロンビア(2012 年)、パナマ(2012 年)、ペルー(2009 年)とそれぞれ二国間 FTA を結

んでいる。その他、コスタリカ、エルサルバドル、グアテマラ、ホンジュラス、ニカラグ

アおよびドミニカ共和国の 6 か国とで CAFTA-DR を 2005 年に締結しているが、これらす

べての二国間 FTA が再交渉の対象となりかねない。 

 

アジア太平洋地域だけでなく、世界の次世代の自由貿易の雛形となりうる TPP の批准を

支持しないだけでなく、11 月 21 日のビデオ演説で TPP からの離脱を表明した。保護主義

を強めるトランプ政権下では、米国が世界の自由貿易推進機関として長年にわたり支持し

てきた世界貿易機関(WTO)から離脱する可能性さえある(BBC Mundo 2016c)。米国が保護

主義に転換すれば、これまで自由貿易路線を経済改革の軸としてきたラテンアメリカ諸国

にとって大きな痛手である。また、トランプ次期大統領が選挙戦で掲げた「米国優先」策

により、輸入品に対する障壁が高まり、インフラ整備事業においても米企業が優先

(Buy-America 政策)されれば、米国で政府調達市場においても保護主義が強まることは間

違いない。 

 

米国で、米国製品を優先する政策は今回が初めてではない。景気刺激対策の一環として、

オバマ大統領が 2009 年 2 月に署名し成立した米国復興・再投資法(American Recovery and 

Reinvestment Act of 2009)に米国製品の購入を義務付ける「バイ・アメリカン条項」が盛

り込まれた。同法により資金提供または事業遂行が可能となる公共施設などの建設、改築、

保守整備、修復などの公共事業には、米国で生産された鉄、鋼鉄、工業製品を使用しなけ

ればならないと定められた。ただ、バイ・アメリカン関連法規はウルグアイ・ラウンド実

施法に基づき、大統領権限で世界貿易機関(WTO)の「政府調達協定」参加国などに対し、

適用の除外を認めているため、「WTO 協定違反ではない」との解釈が一般的であった。 

                                                   
9 企業の海外流出、特にメキシコへの流出を阻止すると公約してきたトランプ氏は、輸入関税を支持し、

中国には 45％、メキシコには 35％を課す考えも示していた。 
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トランプ次期大統領は、米国がカナダとメキシコとで結ぶ NAFTA を大幅に修正するか、

再交渉が不可能であれば、NAFTA から離脱すると公約していたが10、上記のビデオ演説で

は NAFTA には言及しなかった。トランプ氏は、財務長官や商務長官に民間人を指名して

おり、「米国第一主義」から「親ビジネス路線」の、より現実的な通商政策に修正する可能

性があるとの期待が持たれている。 

 

TPP が存在しなければ、NAFTA、チリ、コロンビア、パナマ、ペルー、および CAFTA-DR

などの既存の地域自由貿易協定を統一することが難しくなる。その上、緊密な経済的、政

治的関係の強化を意図的に図ってきた幾つかのラテンアメリカ諸国に対して米国は背を向

けることになる。21 世紀に入ってから、ラテンアメリカでは市場に優しい国際化国家と、

ポピュリストで保護主義的な国家の間で、イデオロギーで衝突することがあった。「TPP の

議会通過は、改革を積極的に推進してきた諸国にとって有効な支援策となり、これから改

革に取り掛かる諸国に対して有意義なインセンティブとなる」と専門家は指摘していた

(Farnsworth 2016)。 

 

特に、二国間協定を米国との間で結んでおり、太平洋同盟にも加盟しているが TPP には

参加していないコロンビアにとって重要なインセンティブとなったであろう。米国とのよ

り緊密な経済関係を摸索しているアルゼンチン、ウルグアイ、パラグアイなどの大西洋岸

諸国にとっても、TPP の批准は重要であると考える専門家も多い。TPP なくしては、米国

の米州での信頼が失われることになり、「米国の前庭」での影響力を中国に譲ることになり

かねない(桑山 2016)。もっとも、米国と、チリ、メキシコ、ペルーとの貿易・投資規律は、

発効済みの二国間 FTA でカバーされていることに留意したい。TPP の発効で自由化度にお

いて何等かの「プラスアルファー」が期待されるが、トランプ次期政権が TPP から離脱し

たからといって、二国間協定で確保されている米国市場での特恵アクセスが撤去されるこ

とにはならない。 

 

一方で、TPP が実現したとすると、ラテンアメリカが通商政策において、二極化、三極

化する危険性を秘めていたことも確かだ。TPP のメンバーが事実上 APEC 加盟国に限定さ

れている現状では、ラテンアメリカが APEC 加盟国であるチリ、メキシコ、ペルーと非

APEC ラテンアメリカ諸国とに分断化されると懸念する声もあった。APEC のメンバーで

はないコロンビア、コスタリカなどの TPP 参加の可能性は既合意内容では閉ざされている。

また、TPP はラテンアメリカを「太平洋同盟」とメルコスールに明確に分断するだけでな

く、太平洋同盟の統合プロセスがより適正なモデルであると判断しているパラグアイ、ウ

ルグアイと、その他のメルコスール諸国との間の亀裂がさらに深まることも懸念材料であ

った。 

 

また TPP が実現すれば、米国と中米諸国・ドミニカ共和国とで結ばれている CAFTA-DR

協定にも影響が出でる可能性があった。対米市場への繊維・アパレル輸出が重要な中米諸

国にとって、TPP の繊維産業のルール、特にベトナムを考慮する「原産地規則」に関する

新しい規制はマイナス要因になると危惧された。メキシコ、中米諸国は、米国の繊維・ア

パレル市場でアジア諸国と競合することを忘れてはならない(桑山 2015)。 

 

                                                   
10 TPP が存在しない限り、米国、カナダ、メキシコ北米の 3 か国は NAFTA 協定をアップグレードする有

効な手段を持ち合わせないことになる。NAFTA は 1994 年に発効、それ以後の技術進歩が進んだため、21

世紀に相応しい貿易協定に変革される必要があった。NAFTA にはエネルギーのテーマは含まれていなか

った。サプライ・チェーン構築などのテーマも考慮されていない。原産地規則に関する新しいルールも作

り上げることが出来ない(Farnsworth 2016)。 
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本レポート(上)で触れたように、トランプ次期大統領は昨年 12 月 1 日、中西部インディ

アナ州の演説で NAFTA について、「ひどい失敗作だ。見直すことになるだろう」と述べ、

大統領選挙後は封印していた NAFTA 批判を再び繰り返した。「海外移転した米企業には重

税を課す」とも語り、国内雇用を維持することが重要であると米企業に訴えた。トランプ

氏は選挙戦中の 2016 年 2 月に、2019 年を目途にインディアナ州の工場を閉鎖し、生産を

メキシコに移転すると発表していた米航空機エンジン・機械大手ユナイテッド・テクノロ

ジーズ(UTC)傘下の空調大手キャリア社を、労働者の不満の象徴として同社を強く批判して

いた。キャリア社は11月30日、メキシコに移転予定だったインディアナ州工場の雇用1,000

人を維持することで、トランプ次期大統領とペンス次期副大統領(同州知事)と合意したと発

表した(二ューズウイーク日本版 2016）。大手自動車メーカーのフォードも 2017年 1月 3 日

にメキシコの新工場の建設計画を撤回すると発表した。トランプ氏はゼネラル・モーター

ズ(GM)やトヨタにも批判の矛先を向けている。 

 

これらの例でも分かるように、トランプ氏の過激な保護主義のレトリックは現実味を帯

びてきた。また、NAFTA が再交渉される可能性が高くなったことから、メキシコで株式上

場の延期が相次いでいる。トランプ政権による米国の通商政策がいまだに不透明なうえ、

株式市場が混乱しているため、資金調達が十分にできない可能性があるためだと日本経済

新聞は指摘する(日本経済新聞 2016b)。 

 

NAFTA を軸とする北米市場には、世界でも有数のサプライ・チェーン網が構築されてお

り、米国とメキシコは NAFTA の特恵関税制度と原産地「累積」規制の恩恵を受けて、生

産工程が国境を越えて分散されている。NAFTA が見直されるか、あるいは米国が離脱する

ことになれば、米国とメキシコ間の自動車産業や電子電気産業に纏わるサプライ・チェー

ンに与える影響は計り知れない。メキシコは世界の第 7 位の自動車生産国である。自動車

メーカーにとってメキシコは対米市場への輸出拠点となっており、NAFTA が再交渉されれ

ば、多くの多国籍自動車メーカーは戦略の見直しを余儀なくされる。近年メキシコで積極

的に生産を拡大してきた日本のメーカーにとって死活問題となり得る。自動車メーカーだ

けでなく、多くの部品関係企業がメキシコに進出しているが、NAFTA がどのように決着す

るかで、多国籍企業の対北米戦略の見直しが迫られる可能性が出てきた。メキシコ経済の

健全性とメキシコペソの動向によっても、輸出拠点としてのメキシコの優位性が左右され

ることになる。 

 

トランプ氏が掲げる保護主義は、米州全体に影響を及ぼす。中米諸国も例外ではない。

トランプ氏は NAFTA のみならず CAFTA-DR の見直しも仄めかしている。中米の北三角地

帯は「NAFTA の出入り口でもあり、合法及び不法なモノ・人の移動のチェック・ポイント

でもある。この地域にとって、米国は最大の貿易相手国であり、大量の輸出が行われてお

り、それにも増して大量の商品が米国から輸入される。政治的なレトリックを超えて、我々

は米国市場内での雇用に対して脅威であるのか？ 好むと好まざるとにかかわらず、我々

の経済の運命は米国と深く絡み合っている。合法・不法な手段に関わらず、中米国の近接

性に応じたサプライ・チェーンが構成され、物流システムが洗練され、ジャストインタイ

ムで行われるようになっている」と中米経済が北米のサプライ・チエーンに組み込まれて

いる現実を在グアテマラ・シティ、ファン・セパ社のサルバドール・パイズ社長は強調す

る(IAD 2016c)。 

 

一方で、中米諸国のビジネス界は CAFTA-DR の労働規定を厳しすぎるとし、トランプ政

権がそれらの規定を緩和する可能性があるとして、楽観的な見方をする専門家もいる。い

ずれにせよ、「メキシコは NAFTA の再交渉を含む主要な二国間問題で手いっぱいだが、
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NAFTA が再交渉されれば、CAFTA-DR に影響を与えるであろう」とレオン・ジョージワ

シントン大学客員教授は述べている(IAD 2016c)。 

 

トランプ政権が保護主義に走れば、中国が世界貿易を規制するルールメーキングにおい

て主導権を握りかねない。トランプ氏は TPP から離脱を宣言しているが、これは中国がリ

ードする東アジア包括的経済連携協定(RCEP)を活性化させる好材料となりかねない。しか

し、世界の GDP に占める中国の割合は、2016 年には 15％まで伸びたが、日本も含むアジ

アは 31％、米国と欧州の合計は 47％である。世界貿易で中国が米国にとって代わるには限

界がある。「トランプ氏は TPP を否定し、NAFTA を再交渉し、中国に高関税を課すと脅す

ことで、労働者を優遇するふりをするだけなのか。トランプ氏は中国に世界貿易の主導権

を渡すことが米国にとって不利だと考えないのか。米国の役割を限定することで、ビジネ

ス環境の良い地域に移ってしまうとは思わないのか」とトランプ氏が掲げる「米国第一主

義」が抱える矛盾をウルフ氏は指摘する(ウルフ 2016b)。 

 

TPP は、米国の参加なしでは発効しない。TPP 生存に残された手段は、米国抜きで 11

か国が同協定批准できるように規約を変更することだ。「巨大米国市場への特恵アクセスは

無くなるが、ポピュリズムが世界で台頭する中で、新たな有力な自由貿易協定の枠組みに

なるかもしれない」とブルッキングス研究所のミレア・ソリス日本部長は指摘する。「TPP

を残せば、米国が復帰する道も残せる。景気低迷が起これば、米国民は保護主義が問題を

解決しないと気付く。その時、既にある貿易協定に参加するほうが１からやり直すより簡

単だ」とソリス氏はトランプ政権が政策転換を余儀なくされた際に、米国の選択肢として

TPP を残しておくことが賢明であると考える。実際に、メキシコのグアハルド経済相は、

「米国抜きの 11 か国で TPP を発効させる」と大胆な提案をしている(ソリス 2016)。 

 

ところで、トランプ氏が公約する TPP からの脱退、NAFTA の再交渉は可能なのか。で

あれば、どのような手続きが必要なのか。米国では、国際合意は次の三種類に分類される

と専門家は指摘する。1）上院の 3 分の 2 以上の「助言と同意」を得て締結する条約、2) 上

下両院の承認が必要な議会関与執行協定、3）大統領だけの判断で締結できる執行協定(行政

協定)がある。TPP 合意の破棄は、連邦裁判所が「政治的な問題」として判断を回避してい

るため、実際には大統領に破棄する権限があるとの見方が強い。NAFTA は上記 2)の議会関

与執行協定だが、大統領の判断で脱退できるという見方が有力だ。書面による通告の 6 カ

月以内に脱退できると専門家はみている(日本経済新聞 2016g)。 

 

通商政策が保護主義に走る影響は貿易に限ったことではない。トランプ氏の大統領就任

で、外国企業により M&A(合併・買収)活動が難しくなるのではないかと懸念する声も上が

っている。共和党は一般的に自由競争を重視する傾向が強いが、米国では大統領が買収を

止めることができる強い権限を持っている11。国家安全保障の観点から外資による企業買収

を規制することができる。トランプ次期大統領が M&A に関する規制を強化するかどうかは

未知数だが、米国の大統領は「自動車などの基幹産業や資源、エネルギー、先端技術など

の分野で大統領権限を使い、外資による買収を阻止する可能性がある」と専門家は指摘す

る。「米国第一主義」を掲げるトランプ政権下では、外資による M&A の規制が強化される

かもしれない(日本経済新聞 2016h)。ラテンアメリカ域内だけでなく、米国市場でも投資を

おこなっているラテンアメリカ系多国籍企業(Trans-Latins)の活動にも影響が及ぶかもし

れない。 

 

                                                   
11 米国には反トラスト法(日本独占禁止法に相当)とは別に、国家安全保障の観点から、外資による M&A

活動を審査する「外国投資及び国内安全保障法」がある。審査は三段階に分かれており、一次と二次は対

米外国投資委員会(CFIUS)が担当し、最終審査は大統領が行うことになっている(日本経済新聞 2016h)。 
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このように、トランプ氏は TPP からの脱退など貿易の自由化に逆行する発言をしてきた。

貿易が制限されることで被害を被るのは、自動車などの一部の業種だけではなく、大多数

の企業が影響を受ける。貿易・投資が規制されることで、経済全体のリスクが高まり、マ

クロ経済運営にも影響を与えかねない。これまでの大統領選挙では、鉄鋼、タイヤ、自動

車、繊維など特定の業種が争点となることが多かったが、今回は、その対象範囲は広い。

不安定な金融市場が続く可能性が高い。FRB が利上げを繰り返せば、ラテンアメリカ諸国

の金融政策がより複雑になりかねない。為替変動の対応が必要となってくる。 

 

垣間見えてきたトランプ氏の通商政策には、「強硬主義」と「現実主義」の二つの側面が

交差する。米国が経済活性化政策を推進、その結果、金利が上昇しドル高になれば、米国

製品の国際市場での競争力が弱まり、貿易赤字も増え、それによって保護主義的措置の必

要性が更に高まる。メキシコやその他のラテンアメリカ諸国への生産拠点の移転を促し、

米国雇用の海外流出が加速する。これは最終的に、トランプ氏を選挙戦で支持した白人労

働者階級の利益と相反することになる。米国製品の競争力低下をある程度相殺するために、

中国を「為替操作国」と名指し、中国からの製品輸入に 45％の関税を課すといった過激な

政策提案もでてくる。このような強硬発言はいまのところ影を潜めているが、ドル高基調

が強まるにつれ、政策として再度表面化する可能性がある。 

 

 

D.  国境閉鎖と不法移民 

 

大統領選への出馬を宣言すると同時に、トランプ氏はメキシコとの国境に壁を建設し、

1,100 万人の不法移民を強制送還すると公約した。不法移民の多くはメキシコ出身である。

メキシコが強姦犯や麻薬密売人を米国に送り込んでいると述べたことに対し、強い非難が

メキシコだけでなく、ラテンアメリカ全域で巻き起こった。移民対策には盛んに強硬姿勢

を示してきたトランプ氏だが、その間繰り返し立場を修正してきたため、最も大胆な主張

を本当に実施するつもりか、実施できるのかどうか、明白ではない。国境の壁はメキシコ

に費用負担させるという主張は選挙戦後も変えていない。 

 

一方で、トランプ氏が国境での規制を強化すれば、多くのメキシコ人が仕事を失い、ペ

ソが引き続き下落、メキシコ経済の減速によってかえって、メキシコからの移民が更に増

えるかもしれない。これは、皮肉にもトランプ氏がキャンペーンにおいて回避したいと願

った問題である。約 3,500 万人のメキシコ市民とメキシコ系米国人が米国に居住しており、

大多数が米国市民、でなければ合法的移民である。近年、メキシコからの不法移民が減少

すると同時に、多くのメキシコ人が米国から帰国しており、その数は対米国メキシコ移民

の数を超えるとピュー・リサーチセンターは推定する。しかし、突然の経済ショックが起

これば、仕事を探すためにメキシコ人が再度米国に移住する可能性が高まる。メキシコが

経済危機に陥れば、移民が逆流する可能性がある(Ahmed et al. 2016)。 

 

トランプ次期米大統領は、11 月 13 日に放送された米 CBS テレビ「60 ミニッツ」のイン

タビューで、メキシコとの国境に造ると公約してきた壁にはフェンスも含まれると述べた。

大統領選挙以降、送還するのは米国に暮らす「何百万もの」犯罪者で、他の未登録の移民

については後日手を打つと、主張を和らげた。当初、「ムスリム(イスラム教徒)全員の完全

な米国入国禁止」を宣言したが、後に、これは提案であって政策ではないと発言を修正し

ている。代わりに、特定の国の出身者に対する「非常に厳しい」審査を提案しているが、

特定の国がどこかは言明していない(BBC ワールド 2016c)。 
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トランプ次期大統領は「60 ミニッツ」のインタビューで、不法移民対策の第一弾として、

まず 200 万～300 万人の不法移民を速やかに強制送還するか収監すると方針を明らかにし

た。まず摘発の対象にするのは、犯罪組織関係者や麻薬密売人など犯罪歴のある不法移民

だと発言している。また、米主要メディアに対する選挙後初のインタビューでもトランプ

氏は、「犯罪者で犯罪歴があるギャングの一員や麻薬密売人をとらえて、そういう連中は多

分 200 万人か、もしかすると 300 万人にもなるかもしれないが、その連中をこの国から追

い出すか、収監する」と述べている12。移民問題では、労働者の雇用を奪う査証(ビザ)の悪

用の実施調査を労働長官に命じるとしたほか、腐敗を防ぐためのロビー活動の制限など、

「首都ワシントンの改革」の必要性を強調した(BBC ワールド 2016c)。オバマ政権の 8 年

間で 250 万人の不法移民が海外に追放されたが、トランプ氏は短期間でその記録を更新す

る可能性がある(Lissardy 2016b)。 

 

一方で、共和党幹部のポール・ライアン下院議長は 11 月 13 日、急務として優先される

べきは大規模な強制送還ではなく、国境強化だと CNN の番組で述べた。「強制送還部隊の

設立は考えていない」と言明、「われわれが焦点を当てているのは国境警備だ」と説明した

上で、「皆さんには安心してもらいたい」とライアン議長は述べた(BBC ワールド 2016c)。 

  

壁の建設に関しては、トランプ次期米大統領はメキシコとの国境に壁をつくるとの選挙

公約について、一部で壁の代わりに「フェンス」を設置する可能性を示唆した(BBC ワール

ド 2016c)。米国とメキシコの国境は全長約 3,100 キロ。そのうち約 1,000 キロは既にフェ

ンスやコンクリート板などで区切られている13。トランプ氏はかつて、新たに壁の建設が必

要となるのは約 1,600 キロだと話していた。マッカーシー下院院内総務はフォックス・ニ

ュースの番組で、メキシコとの国境に設置する壁の一部は「バーチャル」なものになり、

実際にはドローン(無人機)を投入して警戒に当たらせる可能性があると語ったことがある。

国境は砂漠だけでなく、大河リオグランデ周辺の緑豊かな地帯も通る。メキシコのエル・

ウニベルサル紙によると、毎日少なくとも 100 万人と自動車 40 万台、トラック 1 万 5000

台が通過する、世界で最も忙しい国境のひとつである(BBC Mundo 2016c)。加えて、毎年

650 億ドルに達する海外送金が何等かの形で制限されれば、ラテンアメリカ経済に直接及ぼ

す影響は明白である(Lissardy 2016c)。 

 

犯罪経歴のある不法移民を強制送還するとのトランプ次期大統領の声明を受けて、ホン

ジュラス、グアテマラ、エルサルバドルの三政府はメキシコ政府に対して、在米メキシコ

中米系移民の権利を保護し、彼らの安全を保証するために、地域レベルでの協力体制をメ

キシコとつくり上げることを要請した。2016 年 11 月 20 日にグアテマラ・シティで開かれ

た外相会議に出席したサリーナス・メキシコ外相は、貿易、安全保障、移民問題において

会話と政策の協調の重要性を訴えた。「我々社会の経済成長は、移民流出問題の構造的要因

を解決することに貢献する」と語っている。 

 

 

 

                                                   
12トランプ氏が挙げている人数は国土安全保障省の 2013 年報告に基づく推計だと米紙ワシントン・ポスト

は見ている。この報告書では「排除可能な犯歴のある外国人」は 190 万人だと推定されている。その中に

は合法定住者や短期滞在ビザを持つ移民も含まれていると考えられる。米議会報告によると、2010 年の時

点で米国には犯罪歴のある不法移民が 17万 8,000人いると推計されていた(Rosenblum and Kandel 2012)。

シンクタンク「移民政策研究所」によると、犯罪歴のある不法移民は推計 82 万人だが、その数には不法入

国で有罪となっただけの人も含まれると推定される(BBC ワールド 2016c)。 
13 メキシコとの国境に 8 メートルの高さの壁を造ると公約していたトランプ氏だが、選挙後にはフェンス

も併用すると述べている。 
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国内紛争で移民問題が複雑化している上記の中米 3 か国に対し米議会は 2015 年 12 月に

「繁栄のための同盟計画」(Plan de la Alianza para la Prosperidad)の枠組みの中で、7 億

5,000 万ドルの援助を承認した。オバマ大統領は 2016 年 2 月に、同額の追加支援を議会に

要請している。トランプ次期政権がこの計画を引き継ぐかは不透明で、メキシコと中米 3

か国は、対米移民問題に関して共同戦線を張る模様だ(El Universal 2016)。 

 

メキシコとの国境で「壁」を建設することで中米諸国が蒙る被害の中で最も重要なのは、

16 歳未満で米国に入国し、2007 年 6 月 15 日以降に継続して米国に在住してきた不法移民

の若者の労働を許可するオバマ大統領の行政命令(Deferred Action for Children Arrivals)、

加えて、米国国籍の子供を持つ不法移民の親に労働許可を与える行政命令(Deferred Action 

for Parents of Americans)を逆転させることをトランプ氏が明言しており、米最高裁も両法

を無効とする判決を下していることだ(IAD 2016c)。これらの法律は、2014 年に中米諸国か

ら親同伴ではない未成年者の不法移民が急増した際、オバマ政権の重要な移民政策の手段

であった。「これらの政策が(正式にも非公式でも）無効になった場合、中米の反政府勢力組

織は、再び未成年者をリクルートできる予備軍を持つと予想される。また、中米経済 GDP

の重要な部分に相当する米国からの送金が大幅に減少するため、国内暴力、政治不安、米

国への麻薬密売が増加すると予期される」と在マイアミのハーパー・マイヤー社のエイメ

ス・メイヤー氏は忠告する(IAD 2016c)。 

 

上記のように、「国境における規制を強化することは、閉鎖されない数少ない国境線にお

ける組織的な犯罪を増加させるであろう」とメキシコのセキュリティアナリスト、アレハ

ンドロ・ホープ氏は危惧する。フアレスとティファナなどの国境都市で暴力が増加してい

るのが現状だ。メキシコ連邦政府諜報機関の元メンバーであるホープ氏は、「メキシコへ戻

ることになる移民は雇用機会に恵まれることはなく、犯罪組織のための予備軍と化してい

る」と指摘する(Woody 2016a）。そのうえ、1994 年以降、米国政府がメキシコとの国境に

建設した壁を避けて、移民は市街地や居住地から離れた危険な個所で国境を超えるように

なってきていると専門家は警告する。現在、壁が存在せず、国境を超えることが出来る場

所は遠距離でしかなく、「人々が危険な場所で国境を渡ろうとするので、死者の数が倍増し

ている」とメキシコ移民研究情報センター、ディレクターを務めたホセ・ルイス・ペレス

氏は語る14(Brooks 2016)。 

 

トランプ氏が米国の貿易と移民政策を変更すれば、その影響はメキシコに留まらず、エ

ルサルバドルやグアテマラのような中米諸国にも大きな影響を与える。エルサルバドル、

グアテマラからの移民はそれぞれ 100 万、150 万人と推計されており、約 3 分の１が不法

移民である。彼らの国外追放はメキシコの場合と同様、深刻な帰結をもたらす(Woody 

2016a)。 

 

エルサルバドル、ホンジュラス、グアテマラで構成される「北三角地帯」では、国内暴

力が蔓延しており、近年、米国への亡命者が増えている。特にエルサルバドルでは暴挙や

暴動の頻度が高いだけでなく15、増加の傾向にある。近隣国であるホンジュラスとグアテマ

                                                   
14 砂漠では、昼間の気温は 50℃を超えることがあるが、夜は氷点下まで気温が下がる。ブラボー/グラン

デ川付近は水の流れが多い場所の一つであり、そこで国境を超えることは高いリスクを伴うという。現時

点で、約 21,000 人の国境警備隊が配置されており、20 年前と比べると 5 倍まで増員された。壁が新しく

建設されて以降、少なくとも 6,500 人の遺体が収容されており、その他に身元が確認されていない遺体が

1,500 体あり、米国内で埋葬されたと報じられる(Brooks 2016)。 
15 警察統計によると、エルサルバドルの 2015 年殺人率は、10 万人当たり約 103 件に達し、内戦終結以来、

最も高い暴力レベルに達している。 ライバル団体間の停戦が終り、治安部隊による積極的な取り締まりの

結果、2015 年の 6,650 件の殺人事件は、2014 年に比べ約 70％の増加となった（WOLA 2016）。 
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ラでも暴挙活動が頻繁に起こる。国内暴力を逃避する目的で、中米北三角形地域からの移

民が米国だけでなく、その他の国々で庇護・保護を受ける件数が急増している。米国が依

然として主要な目的地であることは間違いないが、メキシコ、コスタリカ、ベリーズ、ニ

カラグアなどの隣接国で 2008 年以降に中米北三角形三か国の市民の庇護申請が約 1,200％

増加している。2015 年 8 月にコスタリカだけで、北三角国からの亡命要求が 16 倍増加し

た。これら３か国からのメキシコへの亡命申請は、2013 年以来に 2 倍以上に増加した。2015

年にエルサルバドル、グアテマラ、ホンジュラス、メキシコから国境を超え米国に辿りつ

く女性の 82％は、「拷問禁止条約の下で亡命または保護の資格を確立できる可能性が高い」

亡命者であると国際連合難民高等弁務官事務所(UNHCR)の調査は指摘する(WOLA 2016) 

 

国内紛争から逃れる中米からの移住が増加していることで、米国で移民問題に悪い印象

をもたらすかもしれないが、メキシコ人の不法移民の流れは最近急減しているとラテンア

メリカ・ワシントンオフィス(WOLA)の専門家は指摘する。その反面、中米からの移住者、

特に女性、子供、家族の移民者が増加しているが、メキシコとの国境を超える不法移住者

の数は少なく、「国境での移住者急増の危機は存在しない」と WOLA は断言する。「強制送

還政策を正当化するような、違法移民の国境越え危機は存在しない」というのが WOLA の

見解だ16(WOLA 2016)。 

 

これらの問題に対処するために、米国政府は中米における社会保障プログラムと薬物禁

止計画関係で、2015 年に 7 億 5,000 万ドルの援助を行った。「トランプ大統領が移民政策、

CAFTA-DRからの撤退を含むその他の公約を履行すれば、米国は自国の安全保障のために、

多額の対外援助を中米に提供するコミットメントを遵守する必要があるだけでなく、トラ

ンプ氏の政策が及ぼす悪影響を取り除くために、おそらく最終的には、これらの援助パッ

ケージを倍増する必要が出てくる」とトランプ氏が不法移民の追放した場合に、多額の支

援が必要となるとメイヤー氏は指摘する(IAD 2016c)。 

 

特に犯罪が多発し、集団暴力、貧困、不平等な所得分配に対処したい中米北部諸国にと

って、米国からの送金と開発援助は、これらの課題に対する解決策の一環として考えられ

てきた。しかし、「長年行われてきた『繁栄のための同盟』及び『ミレニアム・チャレンジ・

アカウント(米国の経済開発援助促進)イニシアティブ』の取り組みが失敗したことを考えれ

ば、中米諸国が利益をあげる唯一の方法は、達成可能な目標とタイムフレームを定めると

同時に、過去の取り組みが何故失敗に終わったのかの原因を追究、緻密な計画を作り上げ

ることだ」と米サンフランシスコで経済コンサルタント会社を経営するカルロス・イメン

ディア氏は述べる。一方で、「安全保障や移民などの問題にトランプ氏がどのように関与す

るかは、これら諸国における腐敗や違法貿易との戦いの結果に左右される。トランプ氏や

彼の政権が同地域に脅威を与えるとの根拠は何もない。真の敵は、三政府が暴力と麻薬密

売の根源を潰すことができないことだ」と北三角地帯域内でのサーベイランスが欠けてい

ることを強調する(IAD 2016c)。 

 

トランプ氏の不法移民の国外追放政策について、ラテンアメリカ諸国は次期政権の出方

をただ見守っているのではない。1,100 万人の不法移民のなかで、適切な手続きをとれば、

少なくともその 10％が合法的に米国に残ることができると推定される。不法移民の安全を

保障し、国外追放されないように、北三角形地帯諸国とメキシコは協力体制を強めている。

例えば、不法移民の「聖域」であるニューヨーク、ロサンジェルス、シカゴなどの大都市

や大学のキャンパスで選挙国立移民センターが作成した「権利のカード」（Tarjetas de 

                                                   
16 2015 年度には、米国の国境警備隊は米国とメキシコの国境で 331,313 人を逮捕した。これは 1972 年以

来 2 番目に少なく数で、メキシコ人の数は(186,017 人)で 1970 年以来最低だった。国境警備隊の数は 2000

年には 2015 年の半数以下の人員であったが、160 万人のメキシコ人が逮捕された(WOLA 2016)。 
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Derecho)をヒスパニック系グループが配布するなどの活動が始まっている17。このカードは

入国審査官や警察に拘束された際に、審査官にこのカードをみせて、弁護士に相談するま

で黙秘の権利があることを説明している(Lissardy 2016b)。 

 

また、4 か国の在米大使は、自国の利益を保護するために、トランプ政権と米議会に対し、

合同のロビー活動を行う計画だ。移民達にアドバイスできる弁護士のリストを作成、米国

の地方自治体や宗教団体を介して避難所や刑務所を訪問し、彼らの権利について説明する

運動を始めた。4 か国のいずれかが米国の都市で領事館を欠いている場合は、他の 3 か国の

いずれかの領事館の援助を受けることができるようになった。メキシコはグアテマラ移民

の質問に答えられるように、「ヘルプライン 1－800」番を設けることで同意している

(Lissardy 2016b)。 

 

中米が直面する問題の根本的な原因は複雑で短期間では簡単に解決できない。安全保障、

公正、透明性に重点を置き、若者を対象とした雇用創出、職業訓練、教育プログラムに焦

点を当てた米国国際開発庁(USAID)の支援戦略が有効であると考えられてきた。しかし、

「これらの可能性は米国の新政権の意向により、現在では不確実性が増しており、継続さ

れるかどうか疑念のタネになっている。開発と長期安定の関連性を踏まえたアプローチに

基づいて、同地域が直面する複雑な問題に真剣に取り組むために、中米諸国は建設的でバ

ランスのとれた対話の準備ができている。現存の問題を更に複雑化するものは役立たず、

すべての関係者にとって逆効果である」と元ニカラグア財務相と中央銀行総裁を務めたマ

リオ・アラナ・ニカラグア社会経済開発財団会長は、トランプ氏が中米問題に対して新し

い姿勢で取り組むことが重要だと主張する。 

 

 

D.  海外送金 

 

メキシコとの国境に壁を建設するための費用はメキシコが負担するとトランプ氏が主張

していることは周知の通りだが、その支払いが行われるまでは米国在住のメキシコ人が本

国に送金する一部を制限すると公約していたことはそれほど知られていない。海外送金が

国内経済に及ぼす影響の大きさは、送金総額を国民総生産(GDP)の規模と比較すれば明白だ。

メキシコの場合、GDP 比で 1.8％、エルサルバドル、ホンジュラスでは 16～17％、グアテ

マラでは 10％に達する。ラテンアメリカ全体でみても GDP の 1.1％に相当する額が海外送

金で賄われているのが現状だ。ラテンアメリカ、特に中米カリブ諸国にとっては、海外送

金に対する課税は死活問題である。トランプ氏はその公約を守るのか。メキシコへの送金

を規制することは合法なのか。そうであれば、ロジスティック面からして可能なのか。そ

のような規制は、海外送金に携わる米メキシコ企業にどのような影響及ぼすのか、などの

疑問点について以下で見ていきたい。 

 

 壁の建設費用は 400 億ドルから 800 億ドル、在米メキシコ人からの送金は年間で 200 億

から 250 億ドルと推定されるため、毎年 10 億ドルの追加手数料を徴収することで理論上で

は、建設費用はカバーできる、とタペン・シンハメキシコ自治工業大学(ITAM)教授はみて

いる。同教授によれば、送金に係る費用は送金額の 5〜10％で、その一部は為替相場のギャ

ップから生じるもので、その他の部分は直接の手数料となっている。現在、大手銀行、ウ

                                                   
17 米国の 350 を超す大学の学長が国外追放の危険に晒されている不法移民学生に対して、何千人もの学生

の米国滞在をより安定化するオバマ大統領が導入した DACA(Deferred Action for Children Arrivals)プロ

グラムを継続するように、トランプ次期大統領に要請したと伝えられる。この要請に署名した大学には、

ハーバード、イエ―ル、コロンビア、スタンフォード、バークレーなどの有名校も含まれている(Lissardy 

2016b)。 
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ェスタンユニオンなどの機関、そして小規模の銀行や信用組合、加えて米国郵便局などの

非伝統的な機関が送金サービスを提供している。追加の手数料として送金に課税すること

は、金額的には可能だと同教授はみている。その反面、国境に沿って障壁を造ることで、

環境問題、牧畜農家の権利など、多くの問題に直面する可能性も同教授は指摘する。同様

に、そのような課税の合法性も疑問視される。結局、「飾りの壁」を建設し、「象徴的な飾

りの手数料」をこれらの機関に課すことで、トランプ氏はキャンペーンの約束を果たした

と主張するのかもしれない(IAD 2016a)。 

 

海外送金を規制することは不法であり、労働者は送金税の有無に関わらず、新しい送金

方法を常に見つけ出すため、規制は論理的に不可能だろうとの見方が強い。「毎年少なくと

も 1,300 億ドルが米在住の 3,500 万人超の移民によって海外に送金されている。トランプ

氏がメキシコとの国境沿いの壁を建設し、その費用を賄うために送金に税金を課すという

キャンペーン提案は、技術的にも法的にも実現不可能である」とインターアメリカン・ダ

イアログで移住、送金、開発プログラムを担当するマヌエル・オロスコ氏は述べる。なぜ

ならば、そのような税金の導入には、企業が米国における移民の法的地位を確認すること

を義務づけることになり、米国愛国者法(Patriot Act)の改正が必要となる。現在、雇用主に

移民が米国内で働く権利があるかどうか証明を要求できるのは米国の国内国歳入庁(IRS)だ

けだとオロスコ氏は指摘する(IAD 2016a)。 

 

そのうえ、全ての外国生まれの米国人を対象とするのではなく、メキシコ人にのみに対

してこの税金を適用することは困難であるとオロスコ氏は主張する。トランプ氏はキャン

ペーン中に文書で連邦規則集(Code of Federal Regulations、略称 CFR)の 103.121 条項に

言及したことがあった。「トランプ氏はその文書で、海外送金に携わることができる金融機

関を再定義したうえで、法的地位を証明できる外国人以外は送金できないという規則を定

めていることを指摘している。しかし、海外送金に関する条項は既に CFR の 326 項でカバ

ーされている。よって、個人の法的資格を企業が確認することは連邦政府管轄の事項とな

ることから、CFR の条項変更は、議会で移民法の改正を要請することを意味する」とオロ

スコ氏は法的に問題があるとの見解である(IAD 2016a)。 

 

一方で、「年間 260 億ドルに近づいた送金額に控えめな税金をかければ、壁の代金を支払

うために、債券を発行するのに十分である。このような税金は議会の承認を必要とするが、

不可能ではない。法律上の問題、およびその他の困難は弁護士の知ることであり、送金を

行う企業は影響を受けるが、長期的には問題ない」と在メキシコシティ、ロへリオ・ラミ

レス、イ―カナル(Ecanal)社社長は楽観的な見方だ。しかし、メキシコ国内で雇用機会が限

られていることが問題の根源であり、トランプ氏の移民政策から生じる問題にメキシコ人

はこれまでよりも冷静に対処していかなければならないと、ラミレス氏はメキシコ人の自

己反省を促す(IAD 2016a)。 

 

差別的な課税をメキシコに課すという点だけでなく、そのような課税を義務づけされか

ねないその他の諸国経済に与える影響は大きい。もし移民が送金の際に税金を払わなけれ

ばならないとなると、非公式な仕組みを使う者も出てくるだろう。また、法的地位がない

まま生計を立てていることが米国政府に知られることを恐れ、非公式の仕組みを利用する

人も増えるであろう。 
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IV. 今後の展望 

 

米国が経済刺激策を推進することで、財政が圧迫されるようになれば、短期金利の上昇

につながる。堅調とは言えない国際経済にとって、米国の急な金利の上昇は大きな懸念材

料となる。米国が財政規律を緩和して金融を引き締めれば、ドル高と経常収支の悪化をも

たらす。1980 年代と同じような保護主義が台頭しかねない。ドル高はトランプ氏が守ろう

としている米製造業の輸出にも打撃を与える。一方で、トランプ氏が打ち出す減税、イン

フラ投資、保護主義、歳出削減、規制緩和の政策は、直接的、間接的にラテンアメリカに

影響を与えることは確かだ。また、米国の突然で大幅な利上げがラテンアメリカにもたら

す影響が大きいことは、1980 年代初頭の対外債務問題の勃発をみても明らかだ。 

 

トランプ氏は実際どのような政策を打ち出すのか。その結果、世界経済、ラテンアメリ

カ経済にどのような変化が生じるのかはまだ明らかではない。開票直後にみられたトラン

プ次期大統領への悲観的な反応は、英国の欧州連合(EU)離脱とよく似ていると指摘する専

門家は多い。「米国第一主義」や「反自由貿易姿勢」をみせるトランプ氏が大統領に就任す

ることで、世界経済に与えるマイナス影響が強調されるが、彼が掲げる大型減税や財政出

動により景気が刺激されれば、米国経済には一時的にもプラスに働く。ただ、財政悪化と

インフレが懸念される。上下両院で多数を占める共和党政権としては、医療費の削減を図

り、財政収支のバランスを取るかもしれない。 

 

トランプ政権で最も注目すべき経済政策は、金融規制の緩和である。金融規制を緩和す

ることで、経済成長に結びつけたい考えだが、規制緩和の対象を米国の金融機関に限るな

どの「米国第一主義」で制度改革を行うとみられ、ラテンアメリカ系の金融機関への影響

は今のところ不透明である(日本経済新聞 2016i）。親ウォ―ル街で知られるトランプ氏は、

リーマンショック危機後に施行された「トッド・フランク法」(金融規制改革法)の見直しを

訴えていた18。金融機関に対する規制が強まり、海外留保金の課税率が修正されれば、対ラ

テンアメリカ諸国への資本移動に何らかの影響がでるのも確かだ。また、トランプ氏が中

国を為替操作国に認定するよう指示し、中国元の自由化が進めば、中国を主要貿易相手国

とする多くのラテンアメリカ諸国に大きなインパクトを与える可能性が出てくる。 

 

トランプ氏は次期政権の財務長官に米証券大手ゴールドマン・サックス出身のスティー

ブン・ムニューチン氏を起用すると発表した。巨額減税、インフラ投資をどう現実化する

のか、次期財務長官の最大の責務となる。また、減税策の実現の鍵となる予算編成では議

会との調整が大きな課題となる。トランプ新政権が財政赤字を抑えつつ高度安定成長を達

成できるのか、ラテンアメリカ政府当局は、米マクロ経済政策の行方を見守っていかなけ

ればならない。ラテンアメリカ経済の健全性が米国金利の変動に左右されることは、過去

の経験からしても明らかである。イエレン議長が率いる FRB とトランプ政権が協調的なマ

クロ経済政策をとっていくのか、注目される。 

 

米国の劇的な方向転換が引き金となり、世界各国が保護主義に走るドミノ現象も起こり

かねない。しかし、1980 年代から貿易自由化を進め、二国間・多国間 FTA 協定の締結によ

り、実質関税率が大幅に低減しているラテンアメリカ市場の政策は、トランプ氏が提唱す

る保護主義とは相容れないものである。現実的な自由化路線を展開する太平洋同盟が、活

性化を目指すメルコスールと協調路線を打ちだせば、ラテンアメリカ域内の統合プロセス

                                                   
18 クリントン氏は選挙戦で銀行と証券を厳格に分離する「グラス・スティーガル法」(1933 年)の復活を課

題に挙げていた。ウォ―ル街に近いとされたクリントン氏が反ウォ―ル街の政策に転じた理由として、サ

ンダース派の票の取り付けがあった。サンダース氏は、2008 年のリーマンショック後の不況が経済格差を

拡大させ、金融機関への規制強化を政策の一つの柱として挙げていた。 
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に拍車がかかる。メルコスールと欧州連合(EU)とのFTA交渉が前進する可能性も出てくる。

中国を含むアジア太平洋諸国との協力体制強化を後押しするかもしれない。 

 

トランプ次期政権は、TPP のような多国間協定に代わって、二国間交渉を目指す。多国

間交渉では米国の交渉力は相対的に弱まる。二国間交渉であれば自国の経済力を存分に生

かして有利に進められる。トランプ次期政権が NAFTA だけでなく、ラテンアメリカ諸国

と締結している二国間および多国間 FTA を再交渉するように方針を変えてくるならば、過

去 20 年間に作り上げてきた米州での通商関係に亀裂が生じ、米ラテンアメリカ間の相互貿

易投資に悪影響を与えかねない。特に米国を最大貿易相手国とするメキシコ、中米諸国、

コロンビアなどにダメージを与えることになる。米国が対ラテンアメリカ通商政策に消極

的になることで生じる「空間」が中国により埋められる可能性が出てくる。中国は過去 10

年間積極的にラテンアメリカに進出してきており、中国を第１の貿易相手国とするラテン

アメリカ諸国は多いことを忘れてはいけない。 

 

トランプ氏は就任後に貿易政策の面で軟化する可能性があると、フィナンシャルタイム

ズ紙は社説で述べている。貿易に関して強硬路線を選挙戦で訴えていた大統領候補が当選

後に取り下げることは、米国ではしばしばある。オバマ大統領も 2008 年の大統領選で

NAFTA の再交渉を公約しながら、就任後にはその公約を守ることはなかった。もしトラン

プ次期政権が外国貿易を制限するとなれば、輸入品に対する関税、または数量制限(セイフ

ガード)と呼ばれる緊急輸入制限措置などを導入することになるが、ホワイトハウスがこの

ような非常手段をどこまで活用するかは定かでない。この種の輸入制限措置は WTO、及び

二国間・多国間自由貿易協定により規制されており、それらが幅広く適用されれば、ほぼ

確実に WTO 違反となり、WTO 提訴を招くことは必須である。だが、一つ明白なのは、「こ

れほど世界を単純化して分析する人物が米大統領に上り詰めたことによって、国際通商に

重大なリスクが生じている」ことで、米次期政権はトランプ氏の気性と顧問らの考え方に

大きく左右されると同紙は観ている(フィナンシャルタイムズ 2016)。 

 

トランプ氏が選挙戦で公言していたメキシコからの輸入車に 35％の関税を課す案につい

て異議を唱える企業は多い。「業界全体に適用されれば、米国経済に大きな影響を及ぼす」

と米フォード・モーターのマーク・フィールズ最高経営責任者(CEO)がメキシコ関税案に反

対、フォード社は生産移転計画を変更する意志はないことを強調していた。「新政権とフォ

ードは米国経済を良くするという思いを共有している。正しい政策が施行されることを引

き続き望んでいる」とフィールズ氏は選挙戦直後に述べていた(日本経済新聞 2016m)。し

かし、フォードは 2017 年 1 月 3 日、メキシコに新工場を建設する計画を撤回すると発表し

た。当初はメキシコに小型車を生産する工場を 16 億ドル(約 1,900 億円)で建設する予定だ

ったが、この案を取りやめ、米ミシガン州内の既存工場に７億ドルを投じ、700 人の新たな

雇用を創出する案に変更する模様だ。フィールズ氏は記者会見で、「トランプ氏による企業

の成長を促す政策に応じた」と語った。海外へ生産拠点を移す米製造業を再三批判してき

たトランプ氏だが、このように、企業が大統領就任前に海外での投資計画を見直しするケ

ースも出てきていることも確かだ。 

 

米国が NAFTA から脱退、あるいは同協定を大幅に見直すならば、特恵関税の利点が失

われるため、メキシコで操業する日系企業には大きな負担となる。メキシコで輸入車に高

関税を課すようになれば、同国で自動車を生産する日系企業のビジネスにとって19、メキシ

コを生産拠点とする意義自体がなくなってしまう。日本車大手はメキシコを北米向けの輸

                                                   
19 トヨタ自動車は 11 月 14 日、2019 年に稼働を始めるメキシコ新工場の建設予定地で起工式を開いた。

投資総額は約 10 億ドル(約 1080 億円)にのぼる(日本経済新聞 2016g）。 



20 

 

出拠点として位置付け、こぞって工場を建設してきた。将来は日本車だけで年間 200 万台

の生産能力を持つとの見方もある。NAFTA からの脱退が現実になれば、「マツダが乾坤一

擲の勝負で建設したメキシコ工場が、北米開拓の要衝としての機能をそがれる」と子飼社

長は語る。日系企業がメキシコを北米の生産拠点の一つとしているのは、廉価な人件費と

関税なしで米国に輸出できる NAFTA の特恵である。記者団には、「北米は大切な市場で、

見直しは考えていない。政策が具体的になってから対応を考える」と子飼社長は答えてい

る(日本経済新聞 2016f）。この点は,日系企業だけでなく、欧州系の多国籍企業にも影響す

る。 

 

TPP の早期発効を目指す安倍政権並びにラテンアメリカ 3 か国（チリ、メキシコ、ペル

ー）政府にとって、状況は更に厳しくなってきた。TPP に参加する 12 か国は 11 月 19 日、

ペルーの首都リマで開かれた APEC の首脳会議で、TPP の経済的・戦略的な重要性を確認

するとともに、各国が発効に向けた国内手続きを進めることで一致している。TPP は参加

12 か国のうち、GDP の合計が全体の 85％を超えることが発効の条件となっており、全体

の 60％を占める米国抜きでは実現しない。 

 

一方で、TPP 協定を見直して米国抜きで早期に発効する案が浮上してきた。メキシコの

グアハルド経済相は 11 月 10 日、米国を除く 11 か国が協定を発効できるように条項を見直

すことを提案すると表明した。それには、TPP 参加規定条項の改正が必要となる。11 か国

間で TPP が発効すれば、保護主義では問題は解決しないと米国民が気付いた際に、米国の

TPP 参加が可能となる道が残される。 

 

また、ペルーのクチンスキー大統領は 11 月 11 日、「米国を除外した新たな環太平洋での

経済連携協定を構築すべきだ」と一部メディアに語っている。オーストリアのビショップ

外相も「TPP が進展しなければ、その空白は中国が主導する東アジア地域包括的経済連携

協定(RCEP)で埋められるだろう」と述べている(日本経済新聞 2016h)。ペルーの首脳会議

において、APEC が目指すアジア太平洋全域に及ぶ「アジア太平洋自由貿易圏(FTAAP)構

想について、2020 年までに各国が実現に向けて国内の課題を洗い出し、それぞれ準備を進

めることをが「リマ宣言」に含まれた。 

 

本レポート(上)で述べたように、トランプ氏は選挙戦で NAFTA やその他の FTA の再交

渉の必要性を強調したが、勝利後は NAFTA に関する発言を控えていたため、対応が注目

されていた。商務長官に指名されたウィルバー・ロス氏は米テレビ番組で、NAFTA 再交渉

が「トランプ政権の通商協定の起点になる」と述べている(清水 2016)。ロス氏は従来自由

貿易の推進派で、TPP への参加を強く促してきた経緯もある。実業家のロス氏が就任すれ

ば、現実路線に転じる可能性もある。その反面、保護主義をとることで米国に製造業を呼

び戻すことは、米国とメキシコの両方にとって、「自殺行為」に等しいとみる専門家も多い

(Woody 2016b)。過去 20 年間、米国主導の「ワシントン・コンセンサス」に基づく自由化

と規制緩和を推進してきたラテンアメリカにとって、トランプ次期政権が自由貿易をどの

ように修正していくのか、注視していかなければならない。 

 

トランプ氏が選挙公約を順守するには、制度的な制限も存在する。「米国制度と組織の枠

組内で機能することが要請されるので、トランプ氏が大統領としてどれだけの権限を持つ

かは確かではない」とアメリカン・ダイアログ(IAD)のシフター会長は述べている。「大統

領として意思決定においてある程度の余裕はあるが、関税の問題や予算のコミットメント

が必要な問題においては、議会の決定に委ねられる」と大統領の判断で変更できる政策に

は限りがあることを強調する (Lissardy 2016c)。TPP からの離脱、NAFTA やその他の FTA

の再交渉などは、議会の承認を得ずとも可能なのか、大統領による行政令で十分なのか、
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確かではない。従来自由主義路線を推進してきた共和党議員が保護主義的な通商政策を鵜

呑みにするとは考え難い。加えて、不法移民の追放や海外送金に対する課税には、法律の

改正が必要となる。 

 

トランプ氏掲げる「米国第一主義」は、ラテンアメリカ内でみられる通商政策の新しい

潮流と重なった。「トランプの勝利という出来事が、ブラジルやアルゼンチンの政権がより

開放的になり、米国寄りに変わる時期、加えて、オバマ大統領が推進する米国とキューバ

の国交正常化プロセスが進行する時期とも重なった。米国との友好関係を望む政権が米州

内で誕生する現在の政治・経済環境が、トランプ氏の大統領就任によって大きく変わるで

あろう」と、ジョージ・W・ブッシュ政権下で国務省西半球局国務次官を務め、現在は保守

派のアメリカン・エンタープライズ研究所研究員であるロジャー・ノリエガ氏は、米ラテ

ンアメリカ関係がこれから悪化するのではないかと懸念する。今後米ラテンアメリカ関係

は、南米で左派政権が誕生してブッシュ政権と対立した時期とは比較にならないとノリエ

ガ氏は語る(Lissardy 2016c)。 

 

トランプ政権下では、ラテンアメリカとの関係が複雑化することは避けられないとの見

方が大半だ。ノリエガ氏は、「私がブッシュ大統領に助言した際に、大統領は私の意見に合

意しない場面がしばしばあった。しかし、助言するのが私の仕事であり、そのために大統

領は私を任命したことに気づいたので、最終的に私のアドバイスに従った。トランプ氏が

ブッシュ大統領のように聞く耳をもっているとは私は思わない」と警告する(Lissardy 

2016c)。トランプ氏が大統領になった場合には、ホワイトハウスがラテンアメリカと「信

頼関係を確立することは非常に難しいだろう」とクリントン国務長官時代に国務省西半球

局元国務次官補を務めたアルトゥーロ・ヴァレンスエラ・ジョージタウン大学教授が選挙

前に述べていた。「すべての問題において、協力することが非常に困難になるであろう」と

IAD のシフター会長も同意する(Lissardy 2016c)。 

 

トランプ氏は、米国は気候変動対策のために 2015 年 12 月 4 日に発効した 195 か国間で

締結されるパリ協定を「キャンセル」すると発言している。さらに、国連の気候変動対策

計画のすべてに対する米国の拠出金を停止するとも述べていた。中国に次いで温暖化ガス

の排出量が多い米国が離脱したり、オバマ大統領が導入した国内政策を取りやめたりすれ

ば、同協定の実効性に大きな打撃となると世界から危惧されている。トランプ次期大統領

は 2016 年 11 月 22 日、米ニューヨークタイムズ紙とのインタビューでパリ協定からの離脱

を明言ぜず、「予断を待たずに考える」と述べ、同協定からの離脱の態度をやや軟化させた

(Shear, Hirshfeld and Haberman 2016)。ただ、トランプ次期大統領はオバマ政権の地球

温暖化対策に批判的なスコット・プルイット氏を環境保護局(EPA)長官に起用した。 

 

トランプ次期大統領は気候温暖化に関する政策を、直ちに実行するのが難しい課題とし

て、先送りする姿勢をみせている。パリ協定からの離脱が可能となるのは 4 年後との規定

があり、その頃新たな大統領選を迎える。同協定の土台で親条約にあたる「気候変動枠組

条約」から脱退すれば、１年後にでも脱退可能との見方もあるが、具体的な手続きは不透

明である。ともあれ、米国が「パリ協定」から脱退すれば、同協定に積極的に参加し、気

候変動に対する「緩和政策」、「適応政策」の実施を急務とするラテンアメリカ諸国にとっ

ては、環境政策において大きな足かせとなりかねない。 

 

「脱炭素時代」の幕開けとなるパリ協定の将来が危ぶまれる一方で、トランプ氏は化石燃

料の採掘拡大、規制緩和、「キーストン XL パイプライン」と呼ばれるカナダ・米国間との

石油パイプライン敷設を支持している(Shear, Hirshfeld and Haberman 2016)。トランプ

次期大統領は、エネルギー省長官にリック・ペリー前テキサス州知事の起用を決めた。環



22 

 

境保護局(EPA)長官に、石油天然ガスの生産州であるオクラホマ州のスコット・プルイット

司法長官を指名した。トランプ政権がエネルギー資源開発を成長路線の柱として後押しす

るようになれば、シェールオイル・ガスを含めた石油資源が豊富なラテンアメリカに影響

を与える。原油輸出に頼る多くのラテンアメリカ諸国の経済の行方を左右しかねないので

ある。 

 

トランプ次期米大統領は自国で勝利したかもしれないが、これからは大国が角突き合わ

せる世界で、「アメリカを再び偉大にする」というトランプ氏の選挙スローガンと、中国で

盛んに唱えられている「中華民族の復興」や「チャイニーズ・ドリーム」との直接対決に

臨むことになる、とキャリー・グレイシーBBC 中国編集長が述べている。「アフガニスタン、

イラク両戦争によって、米国が国際政治で指導的役割を果たすことに対する中国の信頼感

が損なわれた。」「2008 年の金融危機も、米国に世界経済の主導役を任せることへの信頼感

を低下させた。」「そして今後は、辛辣でスキャンダルまみれの選挙戦が米国自身の統治能

力にまで疑念を生んだ」というのが中国の識者の大方の見方だとグレイシー氏は指摘する

(グレイシー 2016)。 

 

トランプ次期政権がキャンペーンで公約した政策が実施されるかどうかは、彼を取り巻

く側近と閣僚の人事に大きく左右される。トランプ氏は既にオルトライト運動の中心人物

ともいえる保守派のスティーブン・バノン氏を主席戦略官・上級顧問に迎えることを決め

ている。国務長官にはジェームス・マティス元中央軍事司令官が起用された。ホワイトハ

ウスの国家安全保障補佐官に指名されたマイケル・フリン氏とともに、イラクやアフガニ

スタンの戦争に従軍した経験がある。次期大統領の安全保障チームは強硬色が強い。 

 

経済面では、ウオール街からの起用が相次ぎ、金融規制が進みそうな気配だ。著名な投

資家で、知日派としても知られるウイルバー・ロス氏が商務長官に指名された。ゴールド

マン・サックス元パートナーであるスティーブン・ムニューチン次期財務長官がラテンア

メリカに対する通商政策を担うことになる。ロス、ムニューチン両閣僚がキューバに対す

る経済制裁に関して、どのような政策をトランプ氏に助言するのかは明らかではない。国

務長官には、米石油メジャー最大手エクソンモービルのレックス・ティラーソン最高経営

責任者(CEO)が指名された。優秀な企業経営者として知られるが、行政・外交の実務経験は

ない。ティラーソン氏は、北極海・黒海開発の合弁事業を行うなど、ロシアとの結びつき

が深いことで知られるが、ラテンアメリカとの関係は強くない。同氏がエネルギー外交を

積極的に進めることになれば、ラテンアメリカへの影響も大きいと考えられる。新政権の

国家経済会議(NEC)20委員長に、米証券大手ゴールドマン・サックスのゲーリー・コーン社

長兼最高執行責任者(CCO）が起用された。 

 

トランプ次期政権は、通商政策の司令塔として「国家通商会議」を設立することを 12 月

21 日に発表、中国を批判するピーター・ナバロ米カリフォルニア大学教授をトップに指名

した。同会議を通商政策の司令塔と位置づけ、米通商代表部(USTR)や財務省に実際の通商

交渉を委ねる考えだ。USTR は中国などの貿易不均衡の是正に焦点を当てる反面、自由貿

易協定の所管を USTR から米国製品の輸出促進を担当する財務省に移す案も浮上している

と伝えられる。対ラテンアメリカ通商政策の所管となる機関は今のところはっきりしてい

ない。 

 

 

                                                   
20 1993 年に発足したクリントン政権は、国家経済会議を新設、経済政策全般の司令塔とした。トランプ次

期大統領は、ＮＥＣを残しつつ、国家通商会議を新たにつくり、最優先の課題の一つである対中貿易不均

衡是正に乗り出す。 
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ラテンアメリカと安全保障、移民問題、麻薬戦争などのセンシティブな問題を担当する

のは、トランンプ氏が国土安全保障長官に指名したジョン・ケリー元将軍である。次期政

権での元軍高官の起用は 3 人目となる。ケリー氏は、中南米カリブ海地域で軍事作戦を展

開した南方軍(Southern Command)の司令官を 2012 年末から 2016 年 1 月の期間に務めた

ほか、米国南部国境沿いでの違法薬物流入対策や人身売買阻止策にも関わってきた。米国

に不法移民や麻薬が流入するのを防ぐために、メキシコの国境管理を強める重要性を強調

した人物でもある。トランプ氏は、不法移民の流入を食い止め、国境の安全を守る重要な

ミッションで陣頭指揮を行なうには、ケリ－氏が最適の人物であると声明で述べた(IAD 

2016a)。 

 

ケリー氏はオバマ政権とは対照的に、ラテンアメリカに対して保守的な政策に後戻りす

ることが懸念される。昨年 7 月には、フォーリン・ポリシー誌とのインタビューで、国境

に壁を建設することを疑問視する発言をしたことがある。だが、トランプ氏がケリー元将

軍を国家安保長官に指名したことで、移民の擁護団体が懸念を表明している。ケリー元将

軍はテロリストが南の国境を超える危険性を示唆し、批判を浴びたことがある。キューバ

のグアンタナモ刑務所における受刑者の扱いについて人権団体から批判を受けたこともあ

ったが、耳を貸さなかった(IAD 2016a)。この人物の下で、メキシコとの国境での壁の建設、

不法移民の追放などの政策が具体化することになる。 

 

このケリー次期国土安保長官が米州での安全保障体制を維持する可能性は低いと考えら

れる。「米国にとって即時で至急、不可解な危機がない限り、米州での安全保障の現状を受

け入れることは、私は間違いだと思う」と 2015 年に上院で述べている。同じく議会の聴聞

会で、ケリー氏はコロンビア、チリ、ブラジル、エルサルバドル、パナマを米州での安全

保障についてリーダー的存在であると述べている。特に、コロンビアは、「テロリストや犯

罪グループを倒し、民主主義と人権保護を擁護するモデル的な存在」と褒めている。しか

し、IAD のシフター会長は、ケリー氏は、より柔軟な姿勢をみせたオバマ大統領とは異な

り、「麻薬戦争」については伝統的な概念を支持すると判断する。ケリー氏の考え方は、コ

ロンビアのサントス大統領とは異なっており、コロンビア政府との関係が緊張するかもし

れない(IAD 2016a)。 

 

トランプ次期大統領が、彼が提唱する「米国第一主義」を貫徹し、オバマ政権がこれま

でラテンアメリカ諸国と築き上げてきた良好な「関わり合い」(engamement)路線が軽視さ

れるようになれば、中国のラテンアメリカでの存在感が更に高まる可能性がある。ヨーロ

ッパ諸国も積極的な対ラテンアメリカ政策を打ち出すかもしれない。ラテンアメリカ諸国

も米国の介入なしでアジア新興国との関係強化を図るようになるかもしれない。「中国の戦

略地政学者たちは、米国の力を弱めてアジアの地図を書き換えるという自分たちの野心的

計画に、トランプ政権が一役買うものと期待する。彼らの期待が現実になる可能性は十分

ある」とグレイシー氏指摘する(グレイシー 2016)。トランプ政権が、これまで「米国の前

庭」で行使してきた米国の影響力を中国や EU 諸国に譲ることになりかねない。 

 

ラテンアメリカに対して、トランプ政権は軍事力を安全保障上の礎石としつつも、国際

協調主義と外交的関与による解決を優先する戦略を維持するのであろうか。それともブッ

シュ前政権の単独行動主義や先制攻撃論に逆戻りするのか。さもなくば、無干渉主義に転

換するのであろうか。ラテンアメリカにとっては、オバマ政権下での外交的関与路線が継

続されることが望ましいであろうが、今後の成り行きはいまだ明かではない。 
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コラム 
 

インターアメリカン・ダイアログ(IAD)は、11 月 11 日発刊のラテンアメリカ・アドバイザー誌で「ラテン

アメリカはトランプ大統領に何を期待できるか？」（What Can Latin America Expect of President 

Trump?）との設問に対して、三人のラテンアメリカ専門家による見解を掲載している。それら回答全文の

和訳をこのコラムで紹介する。 

 

[設問] 長く続いた激しい選挙戦のうえ、ドナルド・トランプ氏が予想を覆し、世界を驚かした。米国の

第 45 代大統領に就任することになる。トランプ候補のキャンペーンは内向きな外交政策に特徴づけられ

る。大規模な壁をメキシコとの国境に建設し、メキシコにその費用を負担させ、主要な貿易協定を再交渉

すると公約したことで、ラテンアメリカ地域の米国同盟国を驚かせた。メキシコやその他のラテンアメリ

カ諸国の経済にとって、トランプ氏の勝利が意味するものは何か。ラテンアメリカの米国との政治関係は、

これからどのように変化していくのか。トランプ次期政権と上下両院で引き続き過半数を占める共和党は、

ラテンアメリカとの貿易協定を大きく変えることができるのか。議会で大多数を占める共和党議員は、オ

バマ政権が進めてきた対キューバ貿易制裁の収斂プロセスと移民政策を後戻りさせるのか。 

 

[回答] IAD 理事で現在名誉会長を務めるピーター・ハキム氏は次のように述べている。「トランプ氏は予

測できない。彼の今日の発言は、昨日または先週の発言と矛盾する。さらに、トランプ氏は合理的な政策

提案をほとんど提供していない。彼の外交政策の議題は、壁を作り、悪い条約を撤廃し、IS を破壊し、NATO

を作り直すなど、ありきたりな咬傷が殆どだ。トランプがどうして大統領になりたいのか、誰も知らない。

彼はイデオロギーや哲学に基づく考え方をする人物ではなく、共和党に対する忠誠心も持っていない。彼

が立候補したのは、主役でセンターステージに立ちたいという飽くことない願望に駆り立てたれた自我を

反映しているようにみえる。彼のキャンペーンのレトリックは、自分自身が大統領に選出されたいという

唯一の目的を持っていた。選出された今、レーガン前大統領、いや彼より偉大な米国大統領と見られるた

めに、彼の志はさらに膨らんでいくだろう。彼はキャンペーン中での公約を実行し、約束を果たすことで、

その志を実証するように動くかもしれない。あるいは、彼は大統領としてのレガシー（遺産）を残すので

はなく、より穏健で節度があり、対話と妥協志向のアプローチが良策であると判断するようになるかもし

れない。彼は最近、以前には賛同していたオバマ大統領の対キューバ政策を転換することを誓った。しか

し、挑発的にではないが、キューバに対してさらなる譲歩を行わず、これまでの譲歩を幾つか取り止める

か、オバマ大統領の和解努力の大半を維持することもできる。米国の対メキシコ政策は、トランプ氏のキ

ャンペーンにおいて重要な役割を果たした。NAFTA を再交渉するとか、移民に歯止めをかけるために国

境に壁を作り、その建設費をメキシコに負担させることを数えきれないほどの機会に公約した。これらの

提案は、米国にとって世界で最も重要な同盟国であり、良きパートナーである国との関係を深刻に疎外し

てしまった。しかし、トランプ氏は、移民問題や国境での監視について、メキシコと対話することで、異

なるアプローチを始めることができるかもしれない。最小限の善意によって、両国が共存できる方法で

NAFTA を再交渉することさえ可能かもしれない。トランプ氏の挑発的発言はラテンアメリカ全域に苦い

印象を与えた。大統領として彼は、ラテンアメリカとその国民に対して攻撃的な論議を続けるのか、それ

ともメキシコやその他のラテンアメリカ諸国の信頼を取り戻すことを選ぶのかの選択肢がある。」 

 

[回答] IAD 理事で、在メキシコシティ、ローゼンタール・アンド・アソシエット社社長、チャタムハウ

スの上級顧問であるアンドレス・ローゼンタール氏は、次のように述べる。「他の多くの人々と同様に、私

はドナルド・トランプ氏の勝利に驚き、失望している。私はこの選挙結果によって、米国が伝統的に(必ず

しも常にそうとはいえないが)果たしてきた世界の高貴な理念の防衛におけるリーダーシップが失われた。

しかし今は、冷静さを取戻し、トランプ氏が次期大統領になる現実を受け止め、彼の勝利の根底にある原

因に立ち向かわなければならない時が来ている。メキシコはおそらく、敵意、責任の擦り付け、嫌がらせ

が頻繁化する状況下で、隣国との二国間関係が困難な段階に直面せざるを得ない。しかし、この選挙の結

果を嘆き心配しても、物事は改善しない。世界の各地でみられる市民の怒り、疎外感、既存の政府と政治

家に対するポピュリスト的な嫌悪感に対して、我々はこの憤りを煽る根本的な原因に直視し、それらを緩

和・修正する方法を見つけ出す必要がある。メキシコは例外ではない。メキシコは英国、フランス、米国、

その他諸国でも見られる問題が散在する国で、政治的、社会的、経済的に分断された国である。ペニャ・

ニエト大統領はこれから 2018 年の大統領選までは、メキシコ国民の利益のために、対米国関係を知性と

力で上手く管理するだけでなく、メキシコ国内でポピュリストな反応を回避できるように、自己反省する

ことも怠ってはいけない。」 
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[回答] IAD の創立ディレタ―で、南カリフォルニア大学名誉教授、現在ブルッキングス研究所非常勤シ

ニアフェローであるエイブラハム・ローウェンタール氏は、次のように述べている。「ドナルド・トランプ

氏の驚きの選挙結果と、共和党が引き続き議会過半数を占めることは、米国、ラテンアメリカ、そして世

界の他の国々にどのような影響を及ぼすのか、決して明らかではない。彼の達成目標は何なのか。最も影

響力のある顧問と閣僚、補佐官の人事はどうなるのか。議会の民主党がトランプ氏にどのように対処する

のか。多くの国民が選挙に参加したものの、二分化されている国民が、行政府と議会に米国が直面する緊

急な問題に関して合意できる政治的なスペースを与えるかどうか。選挙の結果は、政策やプログラムでは

なく、むしろ変化する社会、経済、および社会において地位を失っていると感じる多くの国民の不安をト

ランプ氏（そして、民主党の予備選挙ではバーニー・サンダース候補）がどのように取り上げることが出

来るのかにかかっていた。ヒラリー・クリントン候補がこれらの不安に適切に対応できなかったことが敗

因である。しかし、政策面において異なるタイプの反応があり得る。米国の有権者は、敢えて排他的な移

民政策、保護主義や商業的民族主義、人種差別、宗教的差別、女性蔑視、同性愛嫌悪に根ざした社会を求

めたわけではない。しかし、グローバリゼーション、オートメーション、移民により発生する課題が根本

的に対処されない場合に、このような感情が表面化する。メキシコの米国経済における役割、多くの国際

的な課題に関するメキシコとの協調、キューバを北米地域に再統合する政策の重要性は、トランプ次期大

統領や顧問にも明らかになってくるであろう。これらのアプローチを維持する政治的メリットも共和党議

員にとって明確になるだろう。トランプのリーダーシップ能力、そして次期政権と議会が直面する課題の

試金石は、トランプのキャンペーン宣言にかかわらず、彼らがラテンアメリカと協力して共通の利益を追

求する方法を見つけだせるかどうかだ。」 

 

出典：Inter-American Dialogue, “What Can Latin America Expect of President Trump?”，Latin America 

Advisor，November 11, 2016. 
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